








































も、東アジア地域は世界の中でも主要な CO2 排出地域であり、全世界の４分の１の CO2
を排出しているからである。たとえば気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental
PanelonClimateChange――IPCC）の 2002 年のデータでは、全世界の CO2 排出量のう
ち、中国が 13％、日本が 4.8％を占めている１。また炭酸ガス情報分析センター（Carbon
DioxideInformationAnalysisCenter）のデータによると、2006 年の CO2 排出国トップ
10 のうち４ヶ国（第１位、中国 21.5%、第３位、ロシア 5.5%、第５位、日本 4.6%、第９位、
韓国 1.7%）が東アジア地域に位置している２。






10 ～ 11 頁。
２　CarbonDioxideInformationAnalysisCenter ウェブサイト、http://cdiac.esd.ornl.gov/trends/emis/
top2006.tot（2011 年７月 29 日にアクセス）
３　SASIGroup（UniversityofSheffield）andMarkNewman（UniversityofMichigan）,http://





2000 年までの間の CO2 排出量の増加を示したものである。図１よりもさらに東アジア地
域が占める面積が大きくなっている。つまり東アジア地域では CO2 排出量が大幅に増加
してもいるということである。たとえば、韓国では温室効果ガスの排出量は 1990 年から
2005 年の間にほぼ倍増している４。また中国では燃料消費による CO2 排出量は 1990 年か
ら 2008 年の間に３倍近くにまで増加しており５、2002 年から 2005 年の間に人口１人あ
たりの CO2 排出量は約 45％増加したという
６。日本は京都議定書により 2008 ～ 2012 年






図２　1980 年から 2000 年までの世界のCO2 排出量増加率
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４　Cho,M.（2009）SouthKoreaUnveilsCO2TargetPlan, inReuters Website, 4August, 2009,
http://www.reuters.com/article/2009/08/04/us-korea-climate-target-idUSTRE57308M20090804
（2011 年８月１日にアクセス）





























での「可能性がきわめて高い」というのは very likely という表現をもって言い表されて




























濃度は、産業革命前の約 65 万年間は、およそ 180ppm ～ 280ppm の範囲で変化してきた。
しかし 2005 年の時点ではおよそ 380ppm にまで達している。
11　IntergovernmentalPanel onClimateChange（IPCC）（2007）Climate Change 2007: The 
Physical Science Basis,Cambridge,CambridgeUniversityPress,p.115,（日本語訳 http://www.
data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/ipcc/ar4/ipcc_ar4_wg1_es_faq_chap1.pdf より転載。2011 年７月
28 日にアクセス）















ed.Global Warming: The Complete Briefing,Cambridge,CambridgeUniversityPress,p.83を改変。
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図６　1901 年から 2005 年まで、および 1979 年から 2005 年までの温度変化 15
14　IntergovernmentalPanelonClimateChange（IPCC）（2007）, Ibid.p.242 を改変。
15　IntergovernmentalPanelonClimateChange（IPCC）（2007）, Ibid.p.250 を改変。







陽活動が特段活発になっている様子は窺えない。図７は 1978 年から 2006 年までの太陽放
射照度の変化を示したものだが、この間、大きな変化は見られないことがわかる。
　また、近年の温暖化は小氷河期からの回復に伴なう自然変動だという議論もある。確か
に、1950 年より前の 700 年間の気候変動については太陽活動や火山活動といった自然の
外部強制力によって説明され得ることを IPCC 第４次報告書は認めている。しかしながら、


























































18　IPCC 第４次報告書を基にした 2007 年４月７日付け毎日新聞によるまとめ。















knaes.affrc.go.jp/topics/ondanka/ondanka1.html（2011 年７月 28 日にアクセス）
21　農林水産省農林水産技術会議『地球温暖化が農林水産業に与える影響と対策』農林水産研究開発
レポート No.23、農林水産農林水産技術会議事務局、2007 年、６頁。
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1990 年 2000 年 2005 年
増加率
（2005/1990）
産業部門 76 91 97 127.9
民生業務部門 79 113 112 153.2
民生家庭部門 123 163 175 142.9
運輸部門 126 140 127 100.5
合計 404 507 521 128.9
24　たとえば次を参照のこと。久保はるか「地方自治体の役割――ネットワークの機能に着目して」
新澤秀則編著『温暖化防止のガバナンス』（ミネルヴァ書房、2010 年）、pp.213-251、松本泰子「異
なる問題領域間における非政府組織（NGO）の役割――国際的環境 NGO ネットワーク CAN と国
際協力 NGO」新澤秀則編著『温暖化防止のガバナンス』（ミネルヴァ書房、2010 年）、pp.185-212。
25　浜田市『浜田市地域省エネルギービジョン』（浜田市、2007 年 2 月）http://www.city.hamada.
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図 11　浜田市の二酸化炭素排出量の推移 26
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で開催された国際共同シンポジウム「東アジア共同体の可能性」の冒頭に行われた特別講
演「〈東アジア共同体〉の重要課題としての地球温暖化問題」をもとに取りまとめたもの
である。特別講演の準備および本稿の起草に当たっては、本学助手新井健一郎氏に、資料
の収集・整理から講演スライドの調整、草稿の準備に至るまで、全面的なご協力を頂いた。
ここに記して、同氏に対し、満腔の謝意を表する。
